
（単位：千円）

住民税均等割世帯への価格高騰緊
急支援給付金事業、低所得者子育
て世帯への価格高騰緊急支援給付
金事業、住民税非課税化世帯等へ
の価格高騰緊急支援給付金事業

社会福祉課
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

160,713 69,000 

 新たに住民税非課税世帯及び
住民税均等割世帯となった615
世帯に対し、１世帯あたり10万円
と、そのうちの子育て世帯44世帯
80名に、1人あたり5万円を追加
給付

2．効果的であった

 物価高騰の影響が
特に大きい低所得世
帯の生活の負担軽減
を図ることができた。

定額減税補足給付金事業 税務課

デフレ脱却のための一時的な措置として令和6年分
所得税及び令和6年度分個人住民税の定額減税が
実施することに伴い、定額減税しきれないと見込ま
れる方に、その補足分を給付する。

306,469 296,913 
 定額減税しきれないと見込まれ
る方6,943人に給付金を給付

2．効果的であった

 定額減税しきれない
と見込まれる方に、そ
の補足分を給付でき
た。

11 単
物価高騰対策における地域応援チ
ケット事業

商工観光課

市民に対し市内の飲食店・商店で使える地域応援
チケット（食事・買物券）を交付することで、物価高騰
の影響を受けている家計への支援を行うとともに、
地域経済の活性化につなげる。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.5.1 R7.3.31 72,052 62,549 
 市民37,857人に地域応援チケッ
ト1,500円を交付

2．効果的であった

 地域応援チケットの
換金率は89.84％にな
り、地域経済の活性
化に繋がったため。

12 単
物価高騰対策における学校給食費
負担軽減事業

学校給食センター

食材費が高騰する中、保護者の負担を増やさずに
これまで通りの栄養バランスや量を保った給食が提
供できるよう、学校給食の食材料費の高騰分を市
が負担することにより、保護者の負担軽減を図る。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.4.1 R7.3.31 4,168 6,338 
 児童・生徒2,343人に対し、物価
高騰相当額14円分を負担

1.　非常に効果的であった

 学校給食の食材料
費の高騰分を市が負
担することで、保護者
の負担軽減を図ること
ができたため。

13 単
物価高騰対策における第2子以降学
校給食費免除事業

学校給食センター
第２子以降の学校給食費を免除することにより、物
価高騰等に直面する学校給食費の保護者負担の
軽減を図る。

Ⅰ．物価高か
ら国民生活を
守る

R6.4.1 R7.3.31 52,055 51,652 
 第2子以降となる児童808人、生
徒362人の学校給食費免除

1.　非常に効果的であった

 第２子以降の学校給
食費を免除すること
で、物価高騰等に直
面する保護者の負担
軽減を図ることができ
たため。

2 単 R6.5.1 R7.3.31
Ⅰ．物価高か
ら国民生活を

守る
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